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平成 25 年 3 月 1 日 

 
各    位 

会 社 名 水道機工株式会社 
代表者名 代表取締役社長 佐藤 眞理 
（JASDAQ・コード 6403） 
問合せ先 総務企画部長 石井 克昌 
電  話 03－3426－2131 

 
 

メタウォーター株式会社との業務提携に関するお知らせ 
 
 
 当社は、メタウォーター株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長 木田 友康、以下「メタウ

ォーター」）との間で、国内上下水道分野ならびに環境分野での業務提携契約を締結いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 

１． 業務提携の目的 

国内における上下水道分野および環境分野を取り巻く市場は大きく変化しています。多くの自治

体は、財政状況の悪化や熟練技術者の不足が進むなかで、老朽化の進んだ施設の維持・更新にかか

る負担が増大し、市民へ提供するサービスの水準および技術基盤の維持が困難になってきています。

それらへの対策のひとつとして、民間企業のノウハウ、人材、資金等を積極的に活用する官民連携

の動きが今後ますます活発になることも予想されます。 

このような市場環境から、今後の国内の上下水道分野および環境分野では、設備全体の技術力・

サービス力を提供できる民間企業への期待が高まると考えられます。 

当社は、浄水場向けの機械設備において多くの納入実績を保有し、特に浄水プロセスのトータ

ル・エンジニアリングおよびサービス・ソリューション力に強みがあります。一方、メタウォータ

ーは、特に下水処理場向けの機械設備と浄水場・下水処理場向けの電気設備において多くの納入実

績を保有し、これらに対するエンジニアリング力とサービス・ソリューション力に強みがあります。 

両社が協業することで、水道・下水道のプロセス全体のトータル・ソリューションおよび設備全

体(機械設備および電気設備)でのサービスが可能となります。 

今後は、第三者との連携も視野に入れ、お客様の最適なパートナーとして、求められる最適なソ

リューションを提供する総合水環境グループの構築を目指します。 

 

２． 業務提携の内容 

国内上下水道分野および環境分野において、以下の業務を共同で推進します。 

(1) DB 注 1)、DBO 注 2)、PFI 注 3)事業等 

(2) 運転・維持管理事業 

(3) 共同研究開発 

(4) 広範な事業連携および第三者との提携についての検討 

注1) Design Build: 公共施設整備における施設の設計、施工の一括発注方式 
注2) Design Build Operation: 公共施設整備における施設の設計、施工、管理運営を民間が一括

して行う方式 
注3) Private Finance Initiative: 民間資金等の活用による公共施設整備 
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３． 業務提携の相手先の概要 

① 名称 メタウォーター株式会社 

② 本店所在地 東京都港区虎ノ門四丁目 3 番 1 号 城山トラストタワー 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 木田 友康 

④ 事業内容 上下水・再生水処理、一般廃棄物リサイクル処理、民間水処理等の

水環境分野の各種装置類、施設用電気設備等の製造販売、各種プラ

ントの設計・施工・請負 

⑤ 資本金の額 75 億円 

⑥ 設立年月日 平成 20 年 4 月 1 日 

⑦ 大株主及び持株比率 日本碍子株式会社 50％ 

富士電機株式会社 50％ 

⑧ 上場会社と当該会社の

関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社と当該会社とは、水処理事業に関連する仕

入・販売の取引関係があります。 

関連当事者へ

の該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。

⑨ 最近 3 年間の財政状態及び経営成績 

決算期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 

売上高 （百万円）  93,176  93,097 92,778 

経常利益 （百万円）  6,162  7,497  7,774 

総資産 （百万円）  73,954  72,290  73,941 

（平成 24 年 3 月 31 日時点） 

 

４． 業務提携の日程 

契約締結日 平成 25 年 3 月 1 日 

提携開始日 平成 25 年 4 月 1 日（予定） 

 

５． 今後の見通し 

平成 25 年 4 月から両社で販売活動を開始する予定ですが、本提携の効果を最大限に活かし、国

内上下水道分野および環境分野での業績向上に取り組んでまいります。 

なお、本提携が当社グループの業績に与える影響につきましては、現時点では軽微と思われます

が、今後の業績に重大な影響を与えることが判明した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以  上 
 


